
ち
ょ
っ
と
お
得
な
マ
ネ
ー
＆
ラ
イ
フ
入
門

第
163
回

年
末
調
整
の
季
節
が
近
づ
い
て
き
ま
し
た
。
今
年
も
変
更
が
あ
り
、
基
礎
控
除
の
引
き
上
げ
等
へ
の
対
応
が
必

要
で
す
。
ま
た
令
和
９
年
分
か
ら
は
青
色
申
告
特
別
控
除
に
７５
万
円
の
区
分
が
新
設
さ
れ
ま
す
。

今
回
は
こ
の
２
つ
に
つ
い
て
確
認
し
て
い
き
ま
し
ょ
う
。

令
和
８
年
の
年
末
調
整
改
正
と

新
設
の
青
色
申
告
７５
万
円
控
除
の
確
認

令
和
８
年
分
の
年
末
調
整

主
な
改
正
点

1
基
礎
控
除
の
引
き
上
げ

　
令
和
８
年
度
税
制
改
正
に
よ
り
、

合
計
所
得
金
額
に
応
じ
て
基
礎
控
除

額
が
左
記（
表
１
）の
と
お
り
引
き

上
げ
ら
れ
ま
し
た
。

2�

給
与
所
得
控
除
の
最
低
保
障
額
の

引
き
上
げ

　
給
与
所
得
控
除
の
最
低
保
障
額
が

６５
万
円
か
ら
７４
万
円
に
引
き
上
げ
ら

れ
ま
し
た
。こ
れ
に
伴
い
、「
年
末
調

岩田 まり子
Mariko Iwata

大阪シティ信用金庫提携の（株）ライオン
橋パートナーズ代表取締役。大阪商工会
議所セミナー講師などを務める。

迫る年末 !!

と
併
せ
て
適
用
す
る
場
合
の
限
度
額

も
６
万
円
で
す
。
た
だ
し
、
一
般
・

介
護
医
療
・
個
人
年
金
の
合
計
適
用

限
度
額
は
改
正
前
と
同
じ
１２
万
円
で

あ
る
点
に
注
意
し
ま
し
ょ
う
。

5
源
泉
徴
収
事
務
に
お
け
る
留
意
点

　
令
和
８
年
１１
月
ま
で
の
源
泉
徴
収

事
務
に
変
更
は
あ
り
ま
せ
ん
。
１２
月

に
行
う
年
末
調
整
で
、
改
正
後
の
基

礎
控
除
額
等
に
よ
り
１
年
間
の
税
額

を
計
算
し
、
改
正
前
の
源
泉
徴
収
税

額
表
で
徴
収
し
た
税
額
と
の
精
算
を

行
い
ま
す
。
ま
た
、
令
和
９
年
１
月

１
日
以
後
は
防
衛
特
別
所
得
税（
源

泉
徴
収
す
べ
き
所
得
税
額
の
1
％
相

当
額
）が
創
設
さ
れ
る
一
方
、
復
興

特
別
所
得
税
の
税
率
が
１
・
１
％
に

引
き
下
げ
ら
れ
ま
す
。
合
計
税
率

２
・
１
％
に
変
更
は
な
い
た
め
、
源

泉
徴
収
税
額
の
計
算
方
法
は
変
わ
り

ま
せ
ん
。

青
色
申
告
特
別
控
除 

75
万
円
区
分
の
創
設

1
改
正
の
概
要

　
令
和
８
年
度
税
制
改
正
に
よ
り
、

青
色
申
告
特
別
控
除
は
令
和
９
年
分

以
降
、
７５
万
円
・
６５
万
円
・
１０
万
円

の
３
区
分
に
再
編
さ
れ
ま
す
。
現
行

の
５５
万
円
控
除
は
廃
止
さ
れ
、

e
-Ta
x
に
よ
る
申
告
を
要
件
と

す
る
６５
万
円
控
除
に
一
本
化
さ
れ
ま

す
。
単
に
e
-Ta
x
で
申
告
し
て

い
る
だ
け
で
は
６５
万
円
の
ま
ま
で
あ

り
、
７５
万
円
控
除
に
は
帳
簿
の
電
子

保
存
に
関
す
る
上
乗
せ
要
件
が
必
要

で
す
。

2
75
万
円
控
除
の
適
用
要
件

①�

複
式
簿
記
に
よ
り
記
帳
し
て
い
る

②�

貸
借
対
照
表
お
よ
び
損
益
計
算

書
等
を
添
付
し
、
期
限
内
に
申
告

す
る

③�

e
-Ta
x
に
よ
り
電
子
申
告
を

行
う

④�

仕
訳
帳
お
よ
び
総
勘
定
元
帳
に
つ

い
て「
優
良
な
電
子
帳
簿
」の
要
件

を
満
た
し
て
保
存
、
ま
た
は
請
求

書
等
の
電
子
取
引
デ
ー
タ
を
一
定

の
要
件
の
も
と
で
会
計
デ
ー
タ
に

自
動
連
携
し
て
保
存
し
て
い
る

　
優
良
な
電
子
帳
簿
と
は
、
訂
正
・
削

除
履
歴
の
確
保
、
帳
簿
間
の
相
互
関
連

まだ時間的な余
裕はありますが、
個人事業者は
要確認です

年末調整 変更確認！！年末調整 変更確認！！

青色申告控除
75万円創設

（表２）扶養親族等の所得要件の改正

（表１）基礎控除の引き上げ

●基礎控除引き上げ
●�給与所得控除引き
上げ などなど

性
の
確
保
、
検
索
機
能
の
確
保
な
ど
の

要
件
を
満
た
す
電
子
帳
簿
を
い
い
、
適

用
を
受
け
る
旨
の
届
出
書
を
提
出
す
る

必
要
が
あ
り
ま
す
。
届
出
書
の
提
出
期

限
は
適
用
を
受
け
よ
う
と
す
る
年
分
の

確
定
申
告
期
限（
令
和
９
年
分
は
令
和

１０
年
３
月
１５
日
）で
す
が
、
帳
簿
自
体

は
そ
の
年
の
期
首
か
ら
要
件
を
満
た
し

て
い
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

3
10
万
円
控
除
の
制
限

　
簡
易
帳
簿
に
よ
る
場
合
、
前
々
年

分
の
不
動
産
所
得
ま
た
は
事
業
所
得

に
係
る
総
収
入
金
額
が
1
0
0
0

万
円
を
超
え
る
人
は
、
10
万
円
控
除

の
適
用
対
象
か
ら
除
外
さ
れ
る
こ
と

と
な
り
ま
し
た
。

ま
と
め

　
令
和
９
年
１
月
か
ら
優
良
な
電
子

帳
簿
の
要
件
を
満
た
す
た
め
に
は
、

令
和
８
年
中
に
会
計
ソ
フ
ト
の
選
定

と
設
定
を
終
え
て
お
く
必
要
が
あ
り

ま
す
。
年
末
調
整
事
務
へ
の
対
応
と

併
せ
、
顧
問
税
理
士
等
に
相
談
の
う

え
早
め
に
準
備
を
進
め
ま
し
ょ
う
。

表はいずれも国税庁「令和8年分
年末調整のしかた」を基に作成

整
等
の
た
め
の
給
与
所
得
控
除
後
の

給
与
等
の
金
額
の
表
」も
改
正
さ
れ

て
い
ま
す
。
な
お
、
給
与
等
の
収
入

金
額
が
６９
万
１
０
０
０
円
以
上
２
２

０
万
円
未
満
で
あ
る
場
合
の
給
与
所

得
の
金
額
に
つ
い
て
は
、
別
途
定
め

ら
れ
た
金
額
に
よ
る
こ
と
と
さ
れ
て

い
ま
す
。

3
扶
養
親
族
等
の
所
得
要
件
の
改
正

　
基
礎
控
除
の
引
き
上
げ
に
伴
い
、

扶
養
控
除
等
の
対
象
と
な
る
扶
養
親

族
等
の
所
得
要
件
も
左
記（
表
２
）

の
と
お
り
改
正
さ
れ
ま
し
た
。

　
こ
の
改
正
に
よ
り
新
た
に
扶
養
控

除
等
の
対
象
と
な
っ
た
親
族
に
つ
い

て
適
用
を
受
け
る
に
は
、「
給
与
所
得

者
の
扶
養
控
除
等（
異
動
）申
告
書
」

等
の
提
出
が
必
要
と
な
り
ま
す
。

4
生
命
保
険
料
控
除
の
特
例
の
創
設

　
年
齢
２３
歳
未
満
の
扶
養
親
族
を
有

す
る
場
合
に
は
、
令
和
８
、
９
年
分

の
一
般
生
命
保
険
料
控
除（
新
契
約
）

の
適
用
限
度
額
は
６
万
円（
改
正
前

４
万
円
）と
さ
れ
ま
し
た
。
旧
契
約

（表１）
※1
所得税法第86条の規定による基
礎控除額62万円（改正前：58万円）
に、租税特別措置法第41条の16
の２の規定による加算額を加算した
額となります。
※２
62万円にそれぞれ42万円、５万円、
37万円を加算した金額（改正前：
58万円にそれぞれ、37万円、30万
円、10万円、５万円を加算した金額）
となります。なお、この加算は、居住
者についてのみ適用があります。
※３
改正後の給与所得控除額に基づいた
金額であり、特定支出控除や所得金
額調整控除の適用がある場合には、
表の金額とは異なります。
※４
合計所得金額2,350万円超の場合
の基礎控除額に改正はありません。

合計所得金額
令和８・９年分における

収入が給与だけの場合の収入金額※３

基礎控除額（改正された範囲）
改正後※1 改正前※1

令和８·９年分 令和10年分以後 令和８年分 令和９年分以後
132万円以下
（206万円以下）

104万円

99万円 95万円

132万円超
（206万円超

336万円以下
475万1,999円以下）

62万円

88万円

58万円

336万円超
（475万1,999円超

489万円以下
665万5,556円以下） 68万円

489万円超
（665万5,556円超

655万円以下
850万円以下） 67万円 63万円

655万円超
（850万円超

2,350万円以下
2,545万円以下） 62万円 58万円

扶養親族等の区分
所得要件※1

（令和８・９年分における収入が給与だけの場合の収入金額※２）
改正後 改正前

●扶養親族
●同一生計配偶者
●ひとり親の生計を一にする子

62万円以下
（136万円以下）

58万円以下
（123万円以下）

●特定親族 62万円超
（136万円超

123万円以下
197万円以下）

58万円超
（123万円超

123万円以下
188万円以下）

●�配偶者特別控除の対象となる�
配偶者

62万円超
（136万円超

133万円以下
207万円以下）

58万円超
（123万円超

133万円以下
201万5,999円以下）

●勤労学生 89万円以下
（163万円以下）

85万円以下
（150万円以下）

※２ ※２

※２ ※２

※２

※２※２

迫る
 年末!!

早めに確認を！

早めに確認＆準備をして
慌てずに
取り組み
　ましょう！！

（� ）

（表２）
※１
合計所得金額（ひとり親の生計を
一にする子については総所得金額
等の合計額）の要件をいいます。
※２
改正前および改正後のそれぞれの
給与所得控除額に基づいた金額で
あり、特定支出控除の適用がある
場合には、表の金額とは異なりま
す。
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